農業振興地域整備計画の農用地区域の変更
（除外・用途区分変更・編入）申出書作成要領

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成23年4月現在

１　農用地区域の設定基準
　(1)　10ha以上の集団農用地

　(2)　農業用用排水施設の新設・変更、区画整理、農用地造成等の土地基盤整備事業対象地

　(3)　(1)及び(2)の土地の保全又は利用上必要な施設用地

　(4)　地域の特性に即した農業振興に必要な土地

２　農用地区域の除外要件
　農業振興地域整備計画の変更のうち、農用地等以外の用途に供することを目的として農用地区域内の土地を農用地等以外から除外するための変更は、次の全ての要件を満たす必要があります。

(1) 当該変更に係る土地を農用地等以外の用途に供することが必要かつ適当であって、農用地区域以外の区域内の土地をもって代えることが困難であると認められること。（第1号関係）
(2) 当該変更により、農用地区域内における農用地の集団化、農作業の効率化その他土地の農業上の効率的かつ総合的な利用に支障を及ぼすおそれがないと認められること。（第2号関係）
(3) 当該変更により、農用地区域内における効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用の集積に支障を及ぼすおそれがないと認められること。（第3号関係）

(4) 農道、農業用用排水施設等土地改良施設の有する機能に支障を及ぼすおそれがないこと。
（第4号関係）
(5) 農業用用排水施設の新設・変更、区画整理、農用地造成等の土地改良事業の工事が完了した年度（工事完了公告）の翌年度から起算して８年を経過した土地であること。（第5号関係）
３　申出書（除外） 別紙様式　

◇2の欄：当該計画を必要とする理由を具体的に記入してください。
◇3の欄：申出地選定の経過を記入してください。

◇4の欄：周辺農地の営農に支障を及ぼさない措置について

汚水排水の処理方法・経路、周辺農地との区分方法などを記入してください。

◇5の欄：土地改良事業等の実施状況を確認すること。

ほ場整備事業の区域内の場合は、該当土地改良区との調整が必要です。
◇6の欄：申出計画を実施するために必要となる許可等の見込みを担当部局で必ず確認してください。

農地法（農業委員会事務局：転用許可見込み，農業従事者要件等の確認）

都市計画法（都市計画課：許可見込み等の確認）

建築基準法（建築課：接道要件等の確認）

◇7の欄

担当地区農業委員さんに事業計画を説明し、排水の関係や留意すべき事項について確認してください。

協議・調整済みの事業計画をもって、除外申出してください。

また、隣接農地地権者に事業説明し、円滑な調整を図ってください。

４　申出書（用途区分変更）、（編入）
　上記３の申出書（除外）を参考としてください。
５　添付書類

(1)位置図

1/2,500都市計画図又は住宅地図の写しに、申出地を赤色で着色して明示してください。

(2)土地利用計画図（建物等配置図兼排水計画図）

　・市様式又は任意様式

・所在地及び申出者名を記入
・申出箇所の形状及び辺長を記入

・建築物・工作物などの配置及び辺長を記入

・雨水及び汚水排水の処理方法を図示し、排水経路（道路側溝等まで）を青色で記入

・分筆する場合は、分筆箇所を図示してください。

(3)土地の全部事項証明書（法務局にて交付）　写し可

(4)公図（法務局にて交付）
　町、字を明記してください。また、次のとおり着色してください。

・申出地　赤色枠　※分筆する場合は，その箇所を図示
・水　路　薄青色

・赤　道　薄赤色

(5)土地所有者承諾書（申出者と土地所有者が異なる場合のみ）

　土地所有者・権利を有する者の自筆又は記名・押印をしてくだい。

(6)施設管理者との調整書

　土地改良区内の農地の変更や、排水計画に係る施設管理者との調整書を添付。
以下は申出内容、現状等に応じて必要となります。

(7)事業計画書（住宅以外の事業の場合）

・事業の実績、計画の概要を解りやすく説明してください。

・必要用地面積の積算根拠を説明してください。

(8)土地選定理由書（既存施設の隣接拡張以外で、自己所有地や他の土地を選定した場合）

他の候補地検討経過と申出地決定経過により、他に適地がないことを説明してください。

(9)現況説明書・始末書（農地性がない土地の場合）

(10)その他、申出内容に応じて必要とする書類

◇提出部数　1部

◇添付書類は上記表示順にとじて提出してください。

◇書類は原則としてＡ４判の用紙を縦長で使用してください。

◇記入は黒色のペンを使用し、丁寧に記入してください。（ワープロ，パソコンでの作成可）

◇変更（除外等）完了予定　市の農業振興地域整備促進協議会諮問から約6ヶ月　ただし、申出の全てが除外できるとは限りません。
※変更申出いただいた案件について、農用地区域の除外要件に該当しない土地や農業振興上影響のある施設の除外、申出書の５～７の欄について協議・調整が整っていないことが判明した場合は、他の案件の進捗に影響を与えますので除外できない場合があります。
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